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【国際特許分類】
   Ｇ０６Ｑ  30/02     (2012.01)
   Ｈ０４Ｎ   1/00     (2006.01)
   Ｇ０６Ｆ  13/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０６Ｑ   30/02     １５０　
   Ｈ０４Ｎ    1/00     　　　Ｃ
   Ｈ０４Ｎ    1/00     １０６Ｃ
   Ｇ０６Ｆ   13/00     ５４０Ｒ

【手続補正書】
【提出日】平成28年5月6日(2016.5.6)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１以上のコンピュータを含む広告配信システムであって、
　広告情報を複数の機器に送信する第１送信手段と、
　前記広告情報に基づいて、所定の処理を実行した機器から前記所定の処理を実行したこ
とを示す情報を受信する受信手段と、
　前記受信手段で受信した情報に基づいて、前記所定の処理の実行状況が所定の条件を満
たす機器を特定する第１特定手段と、
　前記第１特定手段で特定した機器を所定台数以上含む機器群であって、当該機器群に含
まれる各機器の相互の位置関係が所定の範囲内である機器群を前記各機器の位置情報に基
づいて特定する第２特定手段と、
　を有する広告配信システム。
【請求項２】
　前記所定の条件は、前記所定の処理の実行回数が所定回数以上であること、
　を特徴とする請求項１記載の広告配信システム。
【請求項３】
　前記機器群に含まれる機器であって、前記第１送信手段により広告情報が送信されてい
ない機器を特定する第３特定手段と、
　を有することを特徴とする請求項１又は２記載の広告配信システム。
【請求項４】
　前記広告情報を、前記第３特定手段により特定された機器に所定の期間に限り送信する
第２送信手段と、
　を有することを特徴とする請求項３記載の広告配信システム。
【請求項５】
　前記第３特定手段により特定された機器が配設されている場所の行政区分の名称を特定
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する第４特定手段と、
　を有する請求項３又は４記載の広告配信システム。
【請求項６】
　前記機器は、画像形成装置であり、
　前記所定の処理は、画像形成処理であること、
　を特徴する請求項１ないし５いずれか１項に記載の広告配信システム。
【請求項７】
　１以上のコンピュータを含む広告配信システムの情報処理方法であって、
　広告情報を複数の機器に送信する第１送信手順と、
　前記広告情報に基づいて、所定の処理を実行した機器から前記所定の処理を実行したこ
とを示す情報を受信する受信手順と、
　前記受信手順で受信した情報に基づいて、前記所定の処理の実行状況が所定の条件を満
たす機器を特定する第１特定手順と、
　前記第１特定手順で特定された機器を所定台数以上含む機器群であって、当該機器群に
含まれる各機器の相互の位置関係が所定の範囲内である機器群を前記各機器の位置情報に
基づいて特定する第２特定手順と、
　を有する情報処理方法。
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